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生産性向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に関する固定資産税の特例措置 概要
 本措置は、赤字企業を含めた中小企業の前向きな投資を後押しするため、賃上げを行う企業を対象に、赤字黒字を問
わず設備投資に伴う負担を軽減する固定資産税の課税標準を軽減する措置。

 令和７年度税制改正において、賃上げ率に応じて軽減率の引上げを行うとともに、適用期限を２年延長。

現行制度 【適用期限：令和８年度末(2026年度末)まで】

中小企業
（先端設備等導入計画の策定）

申請 認定

国
（基本方針の策定）

市町村
（導入促進基本計画の策定）

協議 同意

特例措置の
対象企業

市町村から先端設備等導入計画の認定を受け、かつ、資本金1億円以下等の税制上の要件を満たす中小企
業

計画認定
要件

３～5年の計画期間における労働生産性が年平均３％以上向上する等、基本方針や市町村の導入促進基
本計画に沿ったものであること

対象設備等

特例措置

固定資産税（通常、評価額の1.4％）
・先端設備等導入計画中に1.5％以上の賃上げ表明※に関する記載あり
→３年間、課税標準を１／２に軽減
・先端設備等導入計画中に3％以上の賃上げ表明※に関する記載あり
→５年間、課税標準を１／４に軽減
※雇用者全体の給与が増加することを従業員に表明するもの。

適用期限 2年間（令和9年3月31日（2026年度末）までに取得したもの）

＜全体のスキーム＞

設備の種類 最低価額要件 投資利益率要件
①機械及び装置 １６０万円以上 投資利益率が年率５％以上の投資計

画に記載された設備
（認定経営革新等支援機関が確認）②測定工具及び

検査工具
３０万円以上

③器具備品 ３０万円以上
④建物附属設備 ６０万円以上
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（参考）中小企業者等が取得する償却資産に係る固定資産税の特例措置 概要
 令和5年度から令和6年度の特例措置は、物価上昇等の現下の経済情勢を踏まえ、中小企業者等の生産性の向上や賃上げの

促進を図る観点から、令和５年度税制改正において新設。
 要件を満たした場合、課税標準を３年間、２分の１に軽減。さらに、賃上げ方針を従業員に表明した場合には、最長５年間、課税

標準を３分の１に軽減。
 令和6年3月末時点までに、11,300件の計画が認定されており、うち６割超が賃上げ方針を表明。

対象者 資本金１億円以下の法人、従業員数1,000人以下の個人事業主等のうち、中小企業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画の認定を受けた者（大企
業の子会社等を除く）。

対象設備
※１

認定経営革新等支援機関の確認を受けた投資利益率が年平均５％以上の投資計画に記載された①から④の設備
【減価償却資産の種類ごとの要件（最低取得価格）】
① 機械装置（160万円以上）
② 測定工具及び検査工具（30万円以上）
③ 器具備品（30万円以上）
④ 建物附属設備※２（60万円以上）

その他
要件

・生産、販売活動等の用に直接供されるものであること
・中古資産でないこと

特例措置

※２ 家屋と一体となって効用を果たすものを除く

現行の特例措置の概要

（営業利益＋減価償却費*3）の増加額※4

設備投資額*5
年平均の投資利益率 ＝

※３ 会計上の減価償却費
※４ 設備の取得等をする翌年度以降３年度の平均額
※５ 設備の取得等をする年度におけるその取得等をする設備の取得価額の合計額

★雇用者給与等支給額の増加率が１.５％以上となる賃上げ方針の表明が必要

【A】計画認定の申請日の属する事業年度※７又は 当該申請日の属する事業年度の翌事業年度における
雇用者給与等支給額

【B】当該申請日の属する事業年度の直前の事業年度における雇用者給与等支給額

雇用者給与等支給額※６の増加率 ＝
【A】ー【B】

【B】

※７ 令和５年４月１日以後に開始する事業年度に限る。

※６ 適用年度の所得の金額の計算上損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等（俸給・給料・
賃金・歳費及び賞与並びに、これらの性質を有する給与）の支給額のこと。

※１
 市町村によって
異なる場合あり

固定資産税の課税標準を３年間に限り１/２に軽減。
さらに、賃上げ方針★を計画内に位置付けて従業員に表明し
た場合は、以下の期間に限り課税標準を１/３に軽減。

令和６年３月３１日までに取得した設備：５年間
令和７年３月３１日までに取得した設備：４年間
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（参考）先端設備等導入計画の認定実績
 支援措置を講じている自治体における、計画の認定実績は以下のとおり。

フォントと配色

計画認定件数
（単位：件数）

設備等の数量
（単位：台数）

設備投資の額
（単位：百万円）

（うち賃上げ方針の
表明を行ったもの）

（うち賃上げ方針の
表明を行ったもの）

（うち賃上げ方針の
表明を行ったもの）

令和5年度 11,120 6,709(60.3％) 51,904 26,255(50.6％) 580,136 361,565(62.3％)

令和6年度 6,539 4,003(61.2％) 18,888 11,599(61.4％) 323,503 189,506(58.6％)

令和７年度
（4-12月 実績） 4,523 4,252（94.0%) 14,522 13,859(95.4%) 305,582 300,590(98.4%)

注）令和7年度の実績は、集計の関係上、令和7年12月末時点のもの。
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（参考）先端設備等導入計画 概要

フォントと配色

 「先端設備等導入計画」は、中小企業が、設備投資を通じて労働生産性の向上を実現するための計画。（労働生産性
が年平均３％以上向上することが見込まれることが要件）

 この計画は、設備の導入先となる市区町村が「導入促進基本計画」を策定している場合に、当該市区町村から中小企
業が認定を受けることが可能。認定を受けた場合は税制支援や金融支援などの支援措置を活用することができる。

【支援措置】
 生産性を高めるための設備を取得した場合、
固定資産税の軽減措置により税制面から支援

→地方税法に基づき、雇用者給与等支給額を1.5％
以上とする賃上げ方針を従業員に表明したことを計画
に位置付けることで、課税標準を３年間、１/２に軽
減。さらに、雇用者給与等支給額を3.0％以上とする
賃上げ方針を従業員に表明したことを計画に位置付け
ることで、課税標準を５年間、１/4に軽減。
 計画に基づく事業に必要な資金繰りを支援（信用
保証）先端設備等導入計画

申請事業者
（中小企業者（詳細右図））

申請 認定

経済産業大臣
（ 基本方針の策定 ）

市区町村
（ 導入促進基本計画の策定 ）

協議 同意

～計画認定の対象者「中小企業者」～

業種分類
中小企業等経営強化法第2条第１項

資本金の額又は
出資の総額

常時使用する
従業員の数

製造業その他 3億円以下 300人以下

卸売業 1億円以下 100人以下

小売業 5千万円以下 50人以下

サービス業 5千万円以下 100人以下

政
令
指
定
業
種

ゴム製品製造業* 3億円以下 900人以下

ソフトウエア業
又は

情報処理サービス業
3億円以下 300人以下

旅館業 5千万円以下 200人以下

＊自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く

（注）税制支援は対象となる規模要件が異なりますので、ご注意ください。

～先端設備等導入計画のスキーム～

事前確認 認定経営革新等支援機関

確認書発行

例 ・商工会議所・商工会・中央会
・地域金融機関

    ・士業等の専門家 等



主な要件 内容

計画期間 ３年間、４年間又は５年間

労働
生産性

計画期間において、基準年度*比で労働生産性が年平均３％以上
向上すること *直近の事業年度末

先端設備
等の種類

労働生産性の向上に必要な生産、販売活動等の用に直接供され
る下記設備
【減価償却資産の種類】
機械装置、測定工具及び検査工具、器具備品、建物附属設備、
ソフトウエア

計画内容

○基本方針及び導入促進基本計画※に適合するものであること
○先端設備等の導入が円滑かつ確実に実施されると見込まれる
ものであること

〇認定経営革新等支援機関（商工会議所、商工会等）において
事前確認を行った計画であること
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（参考）先端設備等導入計画の内容
 中小企業者が、①計画期間内に、②労働生産性を一定程度向上させるため、③先端設備等を導入する計画を策定し、新たに導入

する設備が所在する市区町村における「導入促進基本計画」等に合致する場合に認定を受けることができます。

（営業利益＋人件費＋減価償却費）
労働投入量

 （労働者数又は労働者数×1人当たり年間就業時間）

〇算定式

※市区町村によって、対象設備及び地域等が異なる場合あり

中小企業者

認定経営革新等
支援機関

市区町村

①事前
確認依頼

②事前
確認書発行

③計画
申請

④計画
認定

先端設備等
導入計画

〇先端設備等導入計画の認定フロー

⑤設備取得

〇先端設備等導入計画の主な要件



本措置の効果
 当課が実施したアンケート調査では、本措置によりキャッシュフローが改善した、新たな設備投資に活用したといっ

た回答が得られた。これらのことから、本措置は中小企業のキャッシュフローの改善や設備導入の促進に一定の効果
があると考えられる。

 また、本措置が無かった場合は、設備投資を先延ばしにするとの回答も得られた。
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20.4%

30.6%

37.8%

0 10 20 30 40

あてはまるものはない

その他

研究開発に活用した

借入金の返済に活用した

販路開拓、営業やマーケティングの強化に活用した

人材確保・育成に活用した

従業員の待遇改善に活用した

他の新たな設備投資に活用した

賃上げにつながった

キャシュフローが改善し、経営に余裕ができた

固定資産税の軽減を受けた効果（複数回答可）

(%)

5.6%

10.6%

13.0%

24.1.0%

24.6%

47.5%

0 20 40 60

設備の老朽化による性能の低下を通じた受注の減少

設備投資を行わにない

設備の老朽化による性能の低下を通じた売上の減少

設備の維持のためのコストの増大

設備投資の額が減少する

設備投資を先延ばし、既存の設備を使用し続ける

本措置が無かった場合の影響（複数回答可）

(%)

（出所）中小企業庁 令和6年度アンケート調査
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中⼩事業者等が新規取得した⽣産性向上に資する機械装置等に係る課税標準の特例措置

（注）先端設備等導入計画の認定実績より中企庁推計。

対象税目：固定資産税（地方税）

（注）件数は、当該年度の先端設備等導入計画における新規認定実績（令和7年度分は、集計の関係上12月末時点の認定実績を記載）。
 適用額は、同計画の認定実績より中企庁推計。令和5年度の設備投資分については、令和６年度以降に税負担が発生するため、令和５年度の適用額は０円となっている。
 また、本措置は導入後３年～５年適用が可能であるため、適用額には過年度に認定を受けて導入した設備分を含んでいる。

① 措置を講じる
背景・課題
（政策目的）

○赤字企業を含めた中小企業の前向きな投資を後押しすることで、生産性向上や賃上げを促進し、我が国経済全体の発展を図る。

当該措置の政策体系
における位置づけ

○７．中小企業の発展
（経済産業省政策評価基本計画（令和8年度～12年度）https://www.meti.go.jp/policy/policy_management/kihon-keikaku/R8_R12seisakuhyoukakihonkeikaku.pdf）

② 現行制度の概要

根拠条文：地方税法附則第15条第42項
創設年度：令和５年度
適用期限：令和９年３月末
事前事後の計画認定・報告の有無：【事前：有】 【事後：無】
○中小企業者等が、中小企業等経営強化法の認定を受けた先端設備等導入計画に基づき、新規取得した償却資産に係る固定資産税について、
・計画中に雇用者給与等支給額を1.5％以上増加させる賃上げ方針を従業員に表明した場合、３年間、課税標準を１／２に軽減
・計画中に雇用者給与等支給額を3.0％以上増加させる賃上げ方針を従業員に表明した場合、５年間、課税標準を１／４に軽減

減収額
年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

金額（億円） 0 50 76

③ アクティビティ

○今後、就業者の減少が見込まれる日本にとって、国際競争力の維持等の観点から、中小企業の生産性向上は喫緊の課題であり、中小企業者等の生産性を高める
設備投資の活発化・加速化を支援することにより、中小企業の経済活動の活性化を図る。

〇中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制としては、中小企業経営強化税制がある。中小企業経営強化税制は、中小企業等経営強化法における「経営力向
上計画」の認定を受け、生産性の高い設備等を導入した場合に、より効果の高い税制措置（即時償却又は取得価格の10%の税額控除（資本金3,000万円超の
場合は７%））が受けられるもの。

〇本特例措置では、赤字企業を含めた中小企業等経営強化法の認定を受けた中小事業者等の質の高い投資を幅広く支援するため、生産性の高い設備等（機械装
置、測定工具・検査工具、器具備品、建物附属設備）を取得する場合に適用を可能とする一方、取得価額要件（一定金額以上の設備投資を対象）を設定するこ
となどにより、生産性の向上に効果のある設備投資に限定して支援を行うべく、制度設計がなされている。

④ アウトプット

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

件数 11,120 6,539 4,523
※令和７年12月末時点

適用額（億円） ー 6,320 9,609



アウトプットから短期アウトカムへ
の効果発現経路

○昨今の労働供給制約社会において、成長戦略の起点でもある賃上げを促進するべく、本措置を利用する中小企業の給与支給額を向上させる。

⑤ 短期アウトカム
○給与支給額の増加（税制適用者のみ）
指標：税制適用者の給与支給額の増加率
目標値：税制適用の直前期（令和6年度）と比較して3.0％増加
対象期間：令和7年度から2年間

短期アウトカムから中期アウトカ
ムへの効果発現経路

○給与支給額の向上により、その社の従業員となる人材の確保、生産性向上投資につながる。本措置で中小企業者等による生産性の高い設備投資を促進し、労働
生産性を向上させる。

⑥ 中期アウトカム
○労働生産性の向上（中小企業者等全体を対象）
指標：中小企業者等全体の労働生産性
目標値：税制適用の直前期（令和7年度）と比較して9.0％向上
対象期間：令和8年度から3年間

中期アウトカムから長期アウトカ
ムへの効果発現経路

○中小企業の労働生産性等を継続的に高める。

⑦ 長期アウトカム
○労働生産性の向上（中小企業者等全体を対象）
指標：中小企業者等全体の労働生産性
目標値：税制適用の直前期（令和7年度）と比較して15.0％向上
対象期間：令和8年度から5年間

分析に利用するデータ 選定理由（政府統計等でない場合、回収率・対象件数等）
中小企業庁「中小企業実態基本調査」 中小企業者等のうち税制適用者を対象に労働生産性を分析するため。

○アウトカムに対する効果分析

●分析手法：本措置を利用した企業と利用していない企業の労働生産性の伸び率を比較
選定理由：同程度の売上高である中小企業のうち、設備投資を実施した際に本措置の適用を受けた事業者と非適用だった事業者の労働生産性の差
を比較することで、本措置の政策効果を推定することが可能なため。



給与支給額の増加率（前年度比+3.0%）の達成状況
（R5年度（単年））

（出所）中小企業庁「中小企業実態基本調査」より作成。
※１ 給与支給額＝売上原価（うち労務費）+販管費（うち人件費）
※２ 達成状況については、令和５年度に本措置を適用した者（N＝55）全体と、そのうち賃上げ表明をした者（N＝32）のそれぞれについて、給与支給額

が3.0％向上を達成した者の割合を示す。

税制適用者のうち
賃上げ表明あり

（R5年度（単年））

税制適用者全体
（R5年度（単年））

達成 未達成

66.0％

達成 未達成

49.0％

短期アウトカム



2.6%

9.0%

15.0%

中期・長期アウトカム

（出所）中小企業庁「中小企業実態基本調査」より作成。
※１ 労働生産性＝付加価値額／従業員数
※２ 付加価値額＝営業利益＋人件費＋支払利息等＋賃借費＋租税公課
※３ 達成状況については、令和５年度に本措置を適用した者（N＝55）全体と、そのうち賃上げ表明をした者（N＝32）のそれぞれについて、労働生産性

の向上率（前年度比）を算出している。（賃上げ表明あり：N=32）
※４ 税制非適用者については、令和５年度に固定資産税の特例措置を適用した者の売上高の第１四分位数と第３四分位数を算出し、その第１四分位

数と第３四分位数の間の売上高レンジに属する企業群のうち、令和５年度に設備投資を実施し、且つ税制を適用しなかった者と仮定して、その労働生
産性の向上率（前年度比）を算出している。（N=1,481）

税制適用者全体
（R5年度（単年））

中期アウトカム目標値
（R8年度～R10年度

（3年間））

長期アウトカム目標値
（R8年度～R12年度

（5年間））

税制適用者のうち
賃上げ表明あり

（R5年度（単年））

▲2.2％

税制適用者と非適用者の比較

▲2.9％

税制非適用者
（R5年度（単年））

税制適用者・非適用者の労働生産性の向上率（R5単年度）
と中期・長期アウトカム目標値

※中期：R８~10年度、長期：R8~12年度



○評価等

① 各アウトカムの
達成状況

短期 中期 長期
○今般新たに策定した目標値（税制適用の直前期と
比較して3.0％増加）を策定。

（参考値）
令和5年度に適用を受けた者で、賃上げを表明した者
の66%（全体：49%）が、前年度比+3.0％以上
の賃上げを達成している。

○今般新たに中小企業庁KPIの目標値（令和８年
度から３年間で労働生産性9.0％向上）を策定。

（参考値）
令和5年度に適用を受けた者のうち、賃上げ表明をし
た者は前年度比+2.6%（全体：同▲2.2％）と
なっている。

○今般新たに中小企業庁KPIの目標値（令和８年
度から５年間で労働生産性15.0％向上）を策定。

（参考値）
令和5年度に適用を受けた者のうち、賃上げ表明をし
た者は前年度比+2.6%（全体：同▲2.2％）と
なっている。

② 達成できていない
場合の要因

短期 中期 長期
〇令和5年度に適用した者の賃上げ率前年比
+3.0％の達成状況は、本措置の適用を受けた者全
体において49％であったが、賃上げ表明した者に限れ
ば、66％であった。令和7年度税制改正において、本
税制は賃上げ表明をすることを要件化しており、当該
分析を鑑みると、今後達成状況の改善が見込まれる。

〇令和5年度本措置の適用を受けた者全体において
は、前年度比▲2.2％であったが、賃上げ表明をした
者に限れば、同＋2.6％であった。令和7年度税制改
正において、本税制は賃上げ表明をすることを要件化
しており、当該分析を鑑みると、今後達成状況の改善
が見込まれる。

〇令和5年度本措置の適用を受けた者全体において
は、前年度比▲2.2％であったが、賃上げ表明をした
者に限れば、同＋2.6％であった。令和7年度税制改
正において、本税制は賃上げ表明をすることを要件化
しており、当該分析を鑑みると、今後達成状況の改善
が見込まれる。

③ 政策効果等
○税制の適用者と非適用者を比較した場合、税制の適用事業者のほうが、労働生産性の減少幅が小さくなっており、税制は一定効果があったと分析できる。また、税制
適用者の中でも、賃上げ表明を行った事業者と行わなかった事業者を比較した場合、賃上げの達成状況、労働生産性の向上率いずれも賃上げ表明を行った事業者の
方が高く、賃上げ表明を行うことによる政策効果はあると分析できる。本税制については、令和７年度に賃上げ表明をすることを要件化しており、当該分析を鑑みると、各
アウトカムの達成に寄与することが期待される。

④ 租税特別措置等
以外の手段と比較
した場合の相当性

○固定資産税は、企業の所得に関係なく設備の保有に課される地方税である。幅広い中小企業の設備投資の促進による労働生産性の向上という政策目的を鑑みると、
本措置は赤字企業でも活用が可能であり、予算措置等と異なり、特定の設備に対象に限定するものではないことから、固定資産税という税制措置とすることが適当である。

主担当部局 ：中小企業庁事業環境部財務課
共管担当部局 ：中小企業庁経営支援部支援課、農林水産省経営局金融調整課

⑤ 見直しの方向性
○中小企業の付加価値労働生産性の成長率目標を、令和８年度から３年で９％向上、５年で15%向上とすべく、５年間を重点期間と位置づけ、赤
字企業も含めた中小企業の生産性の向上を図る観点からメリハリをつけた見直し・強化を検討する。
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